声　明
原子力規制委員会設置法制定にともなう、原子力基本法の目的条項改変に抗議する

6月20日に原子力規制委員会設置法（以下設置法）が参議院で可決、成立した。15日に衆議院に上程され、わずか6日間の両院の審議時間で制定されるという憲政史上でもまれな暴挙ともいえる立法であった。
設置法は、政府から独立の権限を持つ、国家行政組織法第3条にもとづく行政委員会の設立を定めたものである。
設置法の目的を定めた第1条に、「国民の生命、健康及び財産の保護、環境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的とする」という見過ごすことのできない文言が盛り込まれている。そのため、日本の原子力政策の基本とされてきた上位法である原子力基本法（以下基本法）の目的と整合性をとる形で、設置法の附則第１１条で基本法の改訂をはかる暴挙を行った。

基本法は第２条で「原子力の研究、開発及び利用は、平和利用の目的に限り、安全の確保を旨として、民主的な運営の下に、自主的にこれを行うものとし、その成果を公開し、進んで国際協力に資するものとする」と定めている。これに以下の項が付加された。
「２　前項の安全の確保については、確立された国際的な基準を踏まえ、国民の生命、健康、及び財産の保護、環境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的として行うものとする」

基本法の基本を下位の法律の附則によって変更するなどということはあってはならない。
核戦争の最初の被害者となり、惨苦を味わい、被爆後67年経た今日も放射線の後遺症に苦しむ被爆者は、ふたたび被爆者をつくるなと叫びつづけ、核兵器も戦争もない平和な世界を求めつづけてきた。被爆者は核の力で世界に発言権を持とうとする我が国の核政策を容認するわけにはいかない。今回の新法および基本法の改訂で原子力の軍事利用に道を開くことに重大な危惧を抱かざるを得ない。
安全保障という軍事目的を内包する文言を基本法の論議なしに、設置法の附則によって基本法の目的に挿入したことに強く抗議するものである。
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